
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
	


�
�
�

�
	


�
�


�



次の議案別紙のとおり提出します。

令和�年�月�日

島根県知事 丸 山 達 也

第��号議案 島根県県税条例の一部を改正する条例 �……………………



第��号議案

島根県県税条例の一部を改正する条例

島根県県税条例（昭和��年島根県条例第��号）の一部を次のように改正する。

目次中「第�条」を「第�条の�」に改める。

第�条第	項第�号中「第
条第�項」を「次条第�項」に改める。

第�条の
第
項第	号中「第�条の�第�項第�号」を「前条第�項第�

号」に改める。

第��条第	項中「ガス事業法（昭和
�年法律第��号）第�条第�項に規定する

一般ガス導管事業及び同条第�項に規定する特定ガス導管事業以外のもののう

ち、同条第��項に規定するガス製造事業者及び電気事業法等の一部を改正する等

の法律（平成
�年法律第��号）附則第

条第	項に規定する旧一般ガスみなしガ

ス小売事業者（同項の義務を負う者に限る。）以外の者が行うものを除く。次項

及び」を「導管ガス供給業（法第�
条の�第	項第�号に規定する導管ガス供給

業をいう。次項において同じ。）及び特定ガス供給業（同項第
号に規定する特

定ガス供給業をいう。第
項において同じ。）に限る。」に、「第
項」を「第

�項」に改め、同項第	号ウを次のように改める。

ウ 各事業年度の所得に���分の	の税率を乗じて得た金額

第��条第�項中「ガス供給業」を「導管ガス供給業」に改め、同条第
項中

「のもの」の次に「（法第�
条の�第	項第	号イに掲げる法人を除く。）」を

加え、同項第	号を削り、同項第�号を同項第	号とし、同項第�号中「その

他」を「特別法人以外」に改め、同号を同項第�号とし、同項を同条第�項と

し、同条第�項の次に次の	項を加える。


 特定ガス供給業に対する事業税の額は、次に掲げる金額の合計額とする。

� 各事業年度の収入金額に���分の����の税率を乗じて得た金額

� 各事業年度の付加価値額に���分の����の税率を乗じて得た金額

� 各事業年度の資本金等の額に���分の���
の税率を乗じて得た金額

―�―



第��条の�を次のように改める。

（住宅の取得に対する不動産取得税の課税標準の特例に係る申告）

第��条の� 法第��条の��第�項又は第	項の規定の適用を受けようとする者

は、規則で定めるところにより、知事に申告しなければならない。ただし、同

条第
項の規定を適用することができる場合は、この限りでない。

第��条の	中「第��条の��第��項」を「第��条の��第��項」に改める。

第��条の�中「第��条の��第��項」を「第��条の��第��項」に改める。

第��条の
中「第��条の��第��項」を「第��条の��第��項」に改める。

第��条第�項に次のただし書を加える。

ただし、法第��条の��第�項ただし書に規定する場合は、この限りでない。

第��条第�項中「前項」を「第�項」に改め、同項を同条第	項とし、同条第

�項の次に次の�項を加える。

� 知事は、前項ただし書の規定にかかわらず、不動産取得税の賦課徴収につい

て必要があると認めるときは、規則で定めるところにより不動産の取得者に前

項各号に掲げる事項を申告させ、又は報告させることができる。

第�
条の�を次のように改める。

（住宅の用に供する土地の取得に対する不動産取得税の減額の申告）

第�
条の� 法第��条の��第�項から第	項までの規定の適用を受けようとする

者は、規則で定めるところにより、知事に申告しなければならない。ただし、

同条第�項の規定を適用することができる場合は、この限りでない。

第��条第	号中「第��条の��第�項」を「第��条の��第�項」に改める。

第��条第	項第�号ア中「国民体育大会」を「国民スポーツ大会」に改める。

第��条第�項第
号アイ�ｂ�及びイエ�ｂ�中「第�号」を「前号」に改める。

附 則

（施行期日）

� この条例は、令和�年�月�日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。

� 附則第�項及び第
項の規定 公布の日

―�―



� 第��条第�項第�号アの改正規定 令和�年�月�日

� 第��条の改正規定 令和�年�月�日

（事業税に関する経過措置）

	 この条例による改正後の島根県県税条例（次項及び附則第�項において「新

条例」という。）第
�条の規定は、この条例の施行の日（以下この項及び次項

において「施行日」という。）以後に開始する事業年度に係る法人の事業税に

ついて適用し、施行日前に開始した事業年度に係る法人の事業税については、

なお従前の例による。

（不動産取得税に関する経過措置）

� 新条例第�
条の	から第�
条の�まで、第��条の	及び第��条の規定は、施

行日以後の不動産の取得に対して課すべき不動産取得税について適用し、施行

日前の不動産の取得に対して課する不動産取得税については、なお従前の例に

よる。

（失効等）

� 第
�条、第�
条の	から第�
条の�まで、第��条、第��条の	及び第��条第

�号の改正規定並びに附則第	項及び第�項の規定は、地方税法等の一部を改

正する法律（令和�年法律第 号。次項において「改正法」という。）が令和

�年�月

日までに公布されないときは、その効力を失う。

� 第
�条、第�
条の	から第�
条の�まで、第��条、第��条の	若しくは第��

条第�号の改正規定又は附則第	項若しくは第�項の規定は、前項の場合を除

き、改正法による改正後の地方税法の規定の内容が当該規定に対応する新条例

の規定の内容と異なることとなるときは、廃止するものとする。
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―


